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●1	 はじめに

（１）国内外にみる高架空間再編の潮流

近年、国内外で歩行者中心の都市空間への再編が注目

されている。その方策のひとつとして、交通需要が低下し

た高速道路や鉄道の機能転換を契機として、高架の上下

を歩行者空間として再整備する都市プロジェクトが数多

く進められている（図－1、図－2）。地上レベルで、大規

模な公園・広場を新たに創出することが難しい既存都市

の中心部において、老朽化した社会基盤施設の改修と合

わせて、その空間の質を高め、都市生活のなかでの多様な

利活用を導く絶好の機会となっている。さらに、目的地と

しての場所性の向上のみならず、地上2階以上のレベルで

周辺との接続を強化することで、既存の都市施設が持つ

可能性を高めたり、立体的な歩行者動線を促進しウォー

カブルなまちづくりを強化するなどの役割も果たしてい

る。単なる空間の再整備にとどまらず、高架周辺のエリア

のイメージの転換や高い経済効果に結び付く1）ことも、海

外ではすでに広く認められている。一方で、過度なジェン

トリフィケーションを防ぐ方策の検討の必要性もたびたび

指摘されている。

我が国においても鉄道や道路の立体化により増加し

た高架空間を対象として、これまで鉄道会社による大規

模な再開発プロジェクト2）や、仮設的なファーニチャーや

キッチンカーなどを用いた柔軟な活用3）などが試みられ

てきたが、空間の形態としては高架下の空間を活用する
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１．はじめに 

（１）国内外にみる高架空間再編の潮流 

近年、国内外で歩行者中心の都市空間への再編が

注目されている。その方策のひとつとして、交通需要

が低下した高速道路や鉄道の機能転換を契機として、

高架の上下を歩行者空間として再整備する都市プロ

ジェクトが数多く進められている（図－１、図－２）。

地上レベルで、大規模な公園・広場を新たに創出する

ことが難しい既存都市の中心部において、老朽化した

社会基盤施設の改修と合わせて、その空間の質を高め、

都市生活のなかでの多様な利活用を導く絶好の機会と

なっている。さらに、目的地としての場所性の向上の

みならず、地上2階以上のレベルで周辺との接続を強

化することで、既存の都市施設が持つ可能性を高めた

り、立体的な歩行者動線を促進しウォーカブルのまち

づくりを強化するなどの役割も果たしている。単なる

空間の再整備にとどまらず、高架周辺のエリアのイ

メージの転換や高い経済効果に結び付くiことも、海

外ではすでに広く認められている。一方で、過度な

ジェントリフィケーションを防ぐ方策の検討の必要性

もたびたび指摘されている。 

 我が国においても土地の高度利用の必要性や都市の

用地不足などの課題から、これまで鉄道会社による大

規模な再開発プロジェクトiiや、仮設的なファーニ

チャーやキッチンカーなどを用いた柔軟な活用iiiなど

が試みられてきたが、空間の形態としては高架下の空

間を活用するものが多かった。高架上の交通機能を抜

本的に転換するためには多くの困難が伴うため、未来

志向のもとで高架上の空間を高質化する事例は、国内

 図－１　海外における高架空間再編の事例
（鉄道高架、執筆者作成）
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ものが多かった。高架上の交通機能を抜本的に転換する

ためには多くの困難が伴うため、未来志向のもとで高架

上の空間を高質化する事例は、国内では極めて限られて

きた。そのような中、東京では、首都高速道路の日本橋区

間の地下化事業と道路交通網の再編を契機として、交通

需要の低下が予測される東京高速道路（KK線）を歩行

者中心の公共的な空間に再編する「トーキョースカイコリ

ドー（Tokyo Sky Corridor）」プロジェクトが進められ

ており、高い注目を集めている（写真－1）4）。

高架空間再編の実現のための制度的な枠組みも整え

られつつある。2020年9月に施行された「安全で魅力的

なまちづくりを進めるため」の都市再生特別措置法等の

改正では、都市インフラの老朽化対策が組み込まれてい

る5）。また、都市公園法改正をはじめとして公共領域全体

で既存ストックの活用と賑わいづくりが推し進められてお

り、高架空間の再編に寄せられる期待も高まっている。

（2）高架空間再編の実現の課題と研究の分析の視点

高架空間再編の実現にはいくつかの課題がある。そも

そも、我が国の高架橋・道路の多くは老朽化が進行して

おり、例えば高速道路は2030年までに約8割が老朽化

（建設30年以上）を迎えるとされている6）。構造上の安

全性を評価することが計画の大前提となり、設計から維

持管理に至るまで高い専門性とコストを要する7）。また高

架空間では、鉄道・道路の躯体の管理者、地権者、行政、

民間地域組織など多くの主体が関係するため、事業の進

め方や費用の捻出などの観点でwin-winの関係をうまく

構築していく必要がある。再整備が完了した後に、空間を

誰がどのように維持管理していくのか、市民主体の取り組

写真－1　KK線の空間活用社会実験�
（Roof Park Fes & Walk）の様子

（2025 年、執筆者撮影）

2

では極めて限られてきた。そのような中、東京では、

首都高速道路の日本橋区間の地下化事業と道路交通網

の再編を契機として、交通需要の低下が予測される東

京高速道路（KK 線）を歩行者中心の公共的な空間に

再編する「トーキョースカイコリドー（Tokyo Sky 
Corridor）」プロジェクトが進められており、高い注

目を集めている（図－３）iv。

空間再編の実現のための制度的な枠組みも整えら

れつつある。2020 年 9 月に施行された「安全で魅力

的なまちづくりを進めるため」の都市再生特別措置法

等の改正では、都市インフラの老朽化対策が組み込ま

れているv。また、都市公園法改正をはじめとして公

共領域全体で既存ストックの活用と賑わいづくりが推

し進められており、高架空間の再編に寄せられる期待

も高まっている。

（２）高架空間再編の実現の課題と研究の分析の視点 

高架空間再編の実現にはいくつかの課題がある。

そもそも、我が国の高架橋・道路の多くは老朽化が進

行しており、例えば高速道路は 2030 年までに約８割

が老朽化（建設 30 年以上）を迎えるとされているvi。

構造上の安全性を評価することが計画の大前提となり、

設計から維持管理に至るまで高い専門性とコストを要

するvii．また高架空間では、鉄道・道路の躯体の管理

者、地権者、行政、民間地域組織など多くの主体が関

係するため、事業の進め方や費用の捻出などの観点で

win-win の関係をうまく構築していく必要がある。再

整備が完了した後に、空間を誰がどのように維持管理

していくのか、市民主体の取り組みを持続させていく

体制上の工夫も重要となる。

筆者は、これまでの都市空間再編の実践や既往研

究のレビューviiiを踏まえ、高架空間再編の実現にお

ける重要な論点として、以下の 3 点に着目する。 
1）計画初動期の可能性検討の手法 
2）計画検討における多主体協働と合意形成の手法 
3）持続的な維持管理を実現する体制・制度の工夫 

図－３ KK線の空間活用社会実験（Roof Park Fes & 

Walk）の様子（2025年、執筆者撮影） 

図－２　海外における高架空間再編の事例
（道路高架、執筆者作成）
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みを持続させていく体制上の工夫も重要となる。

筆者は、これまでの都市空間再編の実践や既往研究の

レビュー8）を踏まえ、高架空間再編の実現における重要

な論点として、以下の3点に着目する。

1）計画初動期の可能性検討の手法

2）計画検討における多主体協働と合意形成の手法

3）持続的な維持管理を実現する体制・制度の工夫

道路高架と鉄道高架では、構造上・交通計画上の条件

に違いがあり、技術的な検討の論点は異なるものの、1）

～3）のような多主体協働デザインのプロセス・デザインと

デザインマネジメント上の論点は共通すると考えられる。

鉄道高架を再編したNYハイライン、PARISプロムナード

プランテの事例分析を通じて、1）～3）の論点に着目して、

成功の要因を分析する。その成果は道路高架において

も、地権者や事業者、管理者などの直接的な利害関係者

の枠組みを超えて、広く一般市民の都市生活の質向上に

資するような空間再編を実現するために、実践的な知見

をもたらすと考える。

本研究は主に文献調査と行政担当者らへのヒアリング

調査に基づく。具体的には、NYとPARISの事例につい

ては、行政が発行する報告書、中間支援組織やNPO法

人が発行した報告書などをもとに、高架空間再編の企画

構想から計画・設計、維持管理に至る一連のプロセスを

整理し、各フェーズにおける課題とその解決方策を分析

する。適宜ヒアリング調査で得られた情報を補完する。

TOKYOについては、「東京高速道路（KK線）の既存施

設のあり方検討会」の提言書等、東京都都市整備局が公

開する行政資料および東京都都市整備局担当者へのヒ

アリング調査をもとに分析を行う。

なお本報告書では、最終報告書に向けて、比較分析の

前提となる基礎的な情報の整理と論点の整理を行う。

●2	 NYハイラインの事例

（1）アメリカにおける都市空間再編の概史

アメリカではハイラインをはじめとして、多くの高架空

間の再編プロジェクトが実現してきた。その中心には中間

支援組織（NPO法人）の存在がある。官民連携による多

主体の協働関係をプロジェクトの企画・構想から段階的

に構築し、デザインプロセスの中でその基盤を拡大してい

くことで、持続可能な体制を築いている場合が多い。

民間が都市空間再編に積極的に参入する背景には、

1970年代頃のベトナム戦争の長期化などによって財政

状況が深刻化し、公園や社会インフラ等の整備、維持管

理が困難となっていた状況がある。荒廃した公園や高架

下空間などは犯罪の温床にもなっていた。1980年代に

入っても依然として治安が悪い状況が続く中、公園を安

全に使いたいという市民の要望が徐々に高まっていった

とされる。1990年代に入ると、当時のNY市長ルドルフ・

ジュリアーニ氏が犯罪の撲滅を掲げ、市全体で徹底的な

街の再活性化を推し進めた。NY市公園局も長年放置さ

れていた空き地の対応や公園の維持管理に努める中、

公園改善を求める市民による地域グループが形成され

た。これが後に組織となり、非営利の「コンサーバンシー

（Conservancy）」が誕生した。

コンサーバンシーの多くは民間の申請により発足し、特

定の公園運営を目的に、市から毎年管理委託費を受け取

り、加えて追加の資金集め、企業や市民からの寄付、公園

内での飲食店やプログラムによる収入などを得て公園運

営を行う。さらにこのようなコンサーバンシーのうち、NY

市公園局から公式なライセンス（License）を取得し公園

を運営する枠組みとして「戦略的パートナーシップ」があ

る。後述のFHLも戦略的パートナーシップのコンサーバン

シーの一つに位置づけられ、公園の運営や関連する業務

に対してNY市から高い信頼を得ている。

（2）NYハイラインにおける中間支援組織

NYハイラインでは、a）フレンズオブハイラインと、b）

デザイントラストフォーパブリックスペースの二つの中間

支援組織が参画した。

a）�フレンズオブハイライン（Friends of the High 

Line: FHL）

FHLはハイラインの再利用を検討するために設立され

た地域住民主体の組織である。ハイラインの再利用計画

を考案し、幅広い支持を募り、再利用の承認の獲得に奔

走した。行政承認を得た後も、FHLがハイラインの再整

備のための資金調達を行った。現在は、企業やNPO法

人、個人からの出資金や寄付金、イベントや土地賃貸によ

る収益、自己保有のファンドによる投資利益をもとに、ハ

イラインの維持管理や、施設の運営を行っている（図－

3）9）。また、NY市外への貢献活動にも取り組んでいる。

ハイラインでの高架空間の再編の仕組みをアメリカ全土

に広めるための非営利組織「High Line Network」を設
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立し、その運営資金を調達し、High Line Teensといっ

た若者の雇用機会の創出などの社会貢献活動も多数行っ

ている。

b）�デ ザ イ ン ト ラ ス ト フ ォ ー パ ブ リ ッ ク ス ペ ー ス

（Design Trust for Public Space：DTPS）

DTPSは、ニューヨーク市を中心として活動する、非

営利のオープンスペース研究・専門家組織である。行政

機関やコミュニティ組織らとパートナーシップを締結し、

パートナーに対して、建築や都市計画、財務やコミュニ

ケーションなど、プロジェクトに関係する様々な分野の専

門的な技術提供を行う。また、専門家や企業らと緻密な

関係性を構築し、事業を推進していくプロジェクトマネー

ジャーとしての役割を果たす。事業のフェーズごとに適切

な専門家を登用することを重視しており、通常は2〜5年

ほどの短期のプロジェクトを策定する場合が多いが、場合

により長期的に事業参画を継続する場合もある。

メンバーは建築・都市計画・交通・不動産・法律・アー

ト・コミュニケーション・財務など、様々な専門人材によっ

て構成され、プロジェクトごとに適当なメンバーでチーム

（コレクティブ）を組む体制がとられている。各メンバー

はもともと民間企業や行政機関、他NPO組織などで勤

務経験のあるエキスパートであり、多分野にわたる高い専

門性を有しながらも柔軟なチーム体制でプロジェクトを

推進できる点が、DTPS独自の特徴となっている。

（3）NYハイラインの実現プロセス

ハイラインは、ニューヨーク・マンハッタン島の南西部、

チェルシー（Chelsea）地区に位置する全長2.3kmの線

形公園であり、廃線となった高架鉄道路線を転用して作

られた（写真－2）。ハイラインは1980年に営業を停止す

るまでは、ニューヨーク・セントラル鉄道の支線のウエス

トサイド線として使用され、工業・運輸業の中心として地

区の発展を支えていた。再開発後は当時使用されていた

工場や倉庫がアートギャラリーやレストランに転用される

など、高架線上に作られた空中庭園との一帯的な開発に

より、ニューヨークでも屈指の観光名所となっている。観

光地化に加え、ハイライン沿いの不動産開発が促進され

たことにより、「ハイライン効果」と呼ばれるほどの経済

波及効果が生み出されている。

ハイラインは1980年に廃線となって以降、高架のまま

放置されていた。ハイラインを解体することによって新た

な土地開発による利益を見込んだ土地の権利者や開発

業者によって、1992年に高架線路の取り壊し申請が行

われた。これを受け、連邦政府によってハイラインの取り

壊しが条件付きで許可された。これに対し1999年、取り

壊し計画に反対し、再利用を検討すべきと主張するハイ

ラインの近隣住民ロバート・ハモンドとジョッシュ・デー

ビッドが、共同で非営利団体FHLを設立した。2000年に

は、再利用計画の有用性を証明するための報告書作成に

あたり、ニューヨークで公共空間の活用やガイドライン・

報告書作成に実績のあった中間支援組織DTPSをパート

ナーとして選出した。2001年には、FHLとDTPSが主体

となって作成した再利用計画案である“Reclaiming the 

High Line”と、ハイラインを再利用した場合の経済性を

図－3　FHLの総収入 /支出の内訳
（2020 年度、資料 9）をもとに筆者加筆）

写真－2　NYハイラインの様子
（2023 年、筆者撮影）
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評価した報告書である“The Feasible Study”を市議会

に提出した。この報告書が重要な根拠資料となり、市議

会の承認を獲得したことで、再利用の検討が始まった。

その後は、FHLと市が中心となってハイライン建設の

ための資金調達を行い、並行して公募によって選出され

たデザインチームとともにデザイン案/利用案の募集、計

画案のアップデートを行った。一連の取り組みが評価さ

れ、政府からの事業承認を得て、2006年に着工、2009

年に第1区のオープンを迎えた。2011年に第2区、2014

年に第3区がオープンし、近年では2019年（SPUR）、

2023年（Moynihan Connector）にそれぞれ延伸工事

が実施された。高架上空間では公園としての利用だけで

なく、頻繁にイベントも開催され、NY有数の観光地とし

てにぎわっている。

●3	 PARISプロムナードプランテの事例

（1）フランスにおける都市空間再編の概史

フランスでは1960年代に入り、都市の市街地内に高

層住宅などを建設する再開発事業が行われ始めた。そ

の際に、地方自治体の発意による、綿密な協議を通じた

都市整備手法として、ZAC（Zone d'aménagement 

concerté、協議整備地区）制度が導入された。ZACは、

我が国における「都市再生整備区域」や「都市再生特

区」に相当する制度である。

ZACは当初、高層住宅の建設を中心とする再開発事

業に適用されていたが、整備された多くの住宅では、ア

ジア・中東系住民が中心に居住し、一部はスラム街化す

るなど、必ずしも成功しなかったとされる。1970年代に

入り、戦後の拡大政策への反省から、Rénovation（革

新・刷新）からRenouvellement（既存を活かした再生）

へと思想が移り変わっていき、これに合わせてZACも広

域連携・地域連帯・社会的混合・環境との調和を実現す

るような、総合的な再開発事業が重視されるようになっ

ていった。プロムナードプランテ/ヴィアドゥク・デ・ザー

ル（Viaduc des Arts）も、この文脈の中で1990年代

に補修・再開発された。パリ手工芸の職人街としてのエリ

アイメージの変革・価値向上と、高架空間を軸としたエリ

ア全体の歩行者空間ネットワークの構築に結び付いてい

る。

ZACによる再開発事業の実施方法としては、地方公

共団体が直営するもの、公共機関に委託するもの、SEM

（混合経済会社、後述）に施設権を設定するものと、民

間契約を行うものがある。

（2）SEM（混合経済会社）による都市開発の仕組み

SEMは、1983年7月7日法に基づいて地方公共団体が

設置する第3セクターである。具体的には、地方公共団体

の出資が50～85%、それ以外の出資が20～50%に設

定された株式会社であり、取締役は政党議席配分に基づ

き現職の市議会議員が務める。Renouvellement志向

の都市整備・再開発、住宅改善事業、経済開発を行い、そ

の具体的な事業内容は、各区の意見も加味されながら、

市議会に決定権がある。事業の推進においては、社会住

宅整備を除いて国からの補助金はなく、赤字の場合は地

方自治体（市町村）が赤字を一部補填する、もしくは事

業内の道路や公園などの公共用地を買取る方式がとられ

る。

再開発事業を総合的に実施できる「総合整備SEM」

は、プロムナードプランテの計画・設計当時、5つ存在し

ていた。中でも最大規模のSEMAEST（パリ東部整備混

合経済会社、現Paris Commerces）は、資本金300万

ユーロ（約4.2億円）、市の出資比率約58%であり、プロ

ムナードプランテを含む5つのZACを開発・運営してい

る。SEMAEST全体では黒字が実現しているため上述の

ような市からの大きな支援はないが、プロムナードプラン

テを含む2地区では個別事業として赤字となっており、他

3地区の黒字から資金補充を行っている。

（3）PARIS プロムナードプランテの実現プロセス

1859年に開業した郊外鉄道ヴァンセンヌ線・バス

写真－3　PARIS プロムナードプランテの様子
（2023 年、筆者撮影）
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ティーユ線が、1969年のRER（イル＝ド＝フランス地域

圏急行鉄道網）A線の建設計画により廃線となった。これ

を契機として1970年に、パリ市の都市計画部門の外郭

団体であるAPURが中心となり、パリ市と共同で、駅舎・

高架空間の再整備計画の検討が開始された。10年以上

にわたって緻密な調査が続けられ、再整備の実現可能性

を確認したパリ市が、1986年に約9.9億円で高架橋の躯

体を買収した。高架の上部空間は緑量豊かなプロムナー

ドとして1988年に整備され、市民の憩いの場として利活

用されている（写真－3）。高架下空間の修復と維持管理

はSEMAESTが担当し、高架橋の防水工事を含む総整備

費用は22.8億円であったとされる。本ZACでは物件の取

得と改装、適切なテナントの発掘、資産の管理により、地

元の商店や職人活動の保護を通じて地域社会を活性化

することが事業目的とされており、実際に地元ローカル

のデザイナーや職人によるクラフト商店街“Viaduc des 

Arts”として約50店舗が出店している（図－4）。

整備効果として、高架空間を中心とする経済活性化と

それに伴う地元雇用の促進、地価の上昇が確認されてい

る。また近年では、プロムナードプランテを歩行者ネット

ワークの軸としながら、エリア全体で面的に歩行者空間

を再整備しようとする動き（Embellir Votre Quartier）

にも結び付いている。

●４	 TOKYOスカイコリドーの実現に向けて

（1）NY、PARIS の事例から学ぶべき点

NYやPARISの取り組みでは、整備当時の社会的背景

や制度に違いはあるものの、共通して、高架の価値をそれ

ぞれの地域や歴史の文脈のなかで捉えなおす空間の抜本

的な再編と、持続的に管理し運営していくための新しいマ

ネジメントの考え方が求められていたことがわかる。高架

空間が、都市生活における社交/祝祭の場や、多様な主体

が共に利用する共用の場（コモンズ）として再認識され、

エリアにおける社会関係資本をもとにしたデザインとマネ

ジメントが模索され、一部では制度や体制のモデル化も

進みつつある。こうした一連の取り組みそのものが、エリ

アの新たな価値を打ち出す手法にもなっている。行政と

地域の市民や企業などとの連携によって独自の公共サー

ビスが生み出される可能性もある。高架空間を地域資源

として捉え、行政や特定の主体による一律の所有と管理

から、地域の多様な主体が連携する「共」によるマネジメ

図－4　ヴィアドゥク・デ・ザールに出店している店舗
（2024 年、出典：Viaduc des Arts の HP）
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ントへと進化させていくことが、都市の持続可能な運営に

向けて重要な基盤づくりのひとつとなっている。

（2）�TOKYOスカイコリドーの実現に向けたこれまで

の検討プロセスと今後の検討課題

これらの海外の先進的な取り組みを参考にしながら、

TOKYOでは、スカイコリドーの実現に向けて、東京都

が「東京高速道路（KK線）再生方針（2021年）」およ

び「東京高速道路（KK線）再生の事業化に向けた方針

（2023年）」を策定した。また、東京都とKK線再生の整

備・運営主体である東京高速道路株式会社が共同で「東

京高速道路（KK線）再生に向けた利活用方針（2025

年）」を取りまとめた。これらの方針文書では、空間整備

とその維持管理・運営に関して、1．（2）で示した論点と

対応して、主に以下の3点が確認されている（図－5、図－

6）。

1’）空間の維持管理・運営において、建物の賃貸収入を

充当する従前の事業スキームを継承する

2’）一部区間については、KK線周辺におけるまちづくり

と連携し、開発事業主体が整備する

3’）KK線上部空間において収益事業を行い、にぎわい

に資するイベントや施設のグレードアップのためにその収

益を充当する

法定の手続き・決定としては、まず2023年にこれまで

の都市計画上の道路としての位置付けが廃止され、再開

発等促進区を定める「有楽町・銀座・新橋周辺地区地区

計画」において、主要な公共施設（広場）として位置付け

られた。2025年4月には実際にKK線が廃止された。整

備着手の時期は2020年代中頃から、全区間の整備完了

の目標時期は2030年代から40年代として計画されてい

る。また、一部区間の早期開放等により、段階的・順応的

に整備を進めていく方針が示されている。全長2kmにわ

たる高架区間全体のデザインを、いかに時間的・包括的に

マネジメントしていくのかが、重要な検討課題となる。

こういったこれまでの検討の経緯を踏まえ、今後、KK

線を都市のシンボル空間として再生し、創造的かつ持続

図－6　KK線周辺のまちづくりとの連携可能性と滞留空間の整備計画箇所の関係
（2024 年、出典：東京都都市整備局「東京高速道路（ＫＫ線）の再生について」に筆者加筆）

図－5　KK線の再生前後の管理運営スキーム
（2024 年、出典：東京都都市整備局「東京高速道路（ＫＫ線）
の再生について」）
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的に運営していくためには、下記の3つの論点に関する検

討が重要になると考えられる。

1”）実現したい将来の具体的な空間像や利活用の方法

を、KK線とその周辺エリアの多主体が共同で検討し、視

覚化・共有する場を設定することができるか。高架空間の

物理的な特性を、平面的のみならず立体的に読み解き、エ

リア間の分断や地上との分断を乗り越えるようなデザイ

ン・ソリューションを導けるか。将来の空間像をもとに逆

算的に計画を策定し、デザインを時間的・包括的にマネジ

メントするようなプロセス・デザインの手法として、NY・ハ

イラインのプロジェクトにおけるFHLとDTPSの2つの中

間支援組織による検討体制が、我が国においても参考に

なると考えられる。

2”）KK線周辺におけるまちづくりとの協働について、ビ

ル再開発等の大規模事業における公共貢献のみならず、

エリア全体で進められている大小様々な規模のまちづく

りの取り組みと連動させる具体的な方法を検討する場を

設定できるか。特に、KK線の南側区間において、周辺の

まちづくり団体や首都高速道路株式会社などとも連携し

て、空間整備・利活用・維持管理の可能性を検討できる

か。将来的なエリアの地価や資産価値の向上の可能性を

踏まえ、長期的な視点に立った資金調達の方法・仕組み

として、NY・FHLのロビー活動やPARISのSEM主体の都

市開発のスキームが参考となると考えられる。

3”）KK線の上部空間において、非日常の祝祭性の高

い事業や施設と、市民の日常的な利用の可能性をど

のように調和させるか。過度なジェントリフィケーショ

ンを防ぎつつ、空間を市民らが使いこなせるような仕

組みや体制を築くことができるか。地域の文脈を活か

して空間利活用のコンセプトを見出し、持続的に運営

していく手法として、NY・FHLの実践学習プログラム

（High Line Fellows: Emerging Leaders Program

やEducational Partnershipsなど）や、Paris・

SEMAESTによる職人商店街“Viaduc des Arts”の運

営が参考になると考えられる。

これらの論点に関するより詳細な分析結果については

IBSフェローシップ最終報告書を参照いただきたい。
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